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はじめに 

本稿は、2018 年 6 月 28 日以降の台風第 7 号や梅雨前線により発生した「平成 30 年 7 月豪雨」について、

これまでに公表された情報を取りまとめたものである。防災対策を推進する上で皆様のお役に立てば幸甚で

ある。 

1. 平成 30 年 7月豪雨の概要 

2018 年 6 月 29 日に関東甲信地方が早々梅雨明けとなったが、一方で同日に南海上で発生した台風第 7 号

が北上し、日本付近に暖かく非常に湿った空気が供給され続けた。その結果、一度は北海道まで北上した梅

雨前線は、台風第 7 号が温帯低気圧化した 7 月 5 日に南下し、東日本から西日本にかけて 8 日まで停滞し続

け、各所で線状降水帯が発生するなどして大雨になりやすい状況となった。このため、特に 7 月 5 日から 8

日にかけ、西日本を中心に広範囲で記録的な大雨となり、各地で河川の氾濫や土砂災害が頻発した。 

 

倉敷市真備町 小田川堤防決壊地点 西日本豪雨 

（朝日新聞社提供） 

宇和島市吉田町 家屋倒壊 西日本豪雨 

（朝日新聞社提供） 
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図 1 天気図（7月 7 日 9時）1                図 2 衛星赤外画像（7月 7 日 9時）2 

         

 

1.1. 人的・物的被害 

7 月 11 日午前 6時 45 分現在の消防庁情報によると、人的被害・物的被害は以下の通りとなっている。 

 

表 1 人的・物的被害の状況3 

人的被害（人） 

死者 行方不明者 
負傷者 

重傷 軽傷 程度不明 

158 30 31 90 7 

住家被害（棟） 

全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水 

86 46 421 7,893 13,738 

非住家被害（棟） 

公共建物 その他 

3 28 

上記のように、多くの犠牲者を出してしまった今回の豪雨災害の特徴を以降に示す。 

 

1.2. 主な特徴 

1.2.1. 記録的な降水量 

6月 28日 0時から 7月 8日 24時までの降水量が、7月の平年値の 2～4倍になるなど記録的な値となった。

1時間や 3時間といった短時間降水量よりは、24 時間、48 時間および 72 時間といった 1～3日単位の降水量

が多くの地点で観測史上第 1位となった。 

 

 

                              
1 気象庁 平成 30 年 7月豪雨について 
2 気象庁 平成 30 年 7月豪雨について 
3 消防庁 平成 30 年 7月豪雨による被害状況及び消防機関等の対応状況について（第 17 報） 
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表 2 観測史上 1 位を更新した地点数（6 月 28 日 0 時～7 月 8 日 24 時）4 

項目 地点数 

最大 1時間降水量 14 

最大 3時間降水量 16 

最大 6時間降水量 31 

最大 12 時間降水量 46 

最大 24 時間降水量 75 

最大 48 時間降水量 123 

最大 72 時間降水量 119 

 

なお、7月5日に、気象庁予報部が「西日本と東日本における8日頃にかけての大雨について」と題して、台

風ではなく、梅雨前線による大雨を事前に会見まで開いて「非常に激しい雨が断続的に数日間降り続き、記

録的な大雨となる」として「土砂災害や低い土地の浸水、河川の増水・氾濫に厳重な警戒が必要です」と発

表したことは異例のことだった。 

また、大雨特別警報の発表が一時8府県にもおよび、一連の大雨でトータル11府県で発表されたことも初め

てのことだった。 

 

表 3 これまでに発表された気象等に関する特別警報（2013 年 8 月以降）5 

発表年月日 発表地域 種類 災害名等 

2013.9.16 京都府、滋賀県、福井県 大雨 平成 25 年台風第 18 号 

2014.7.7 沖縄県（宮古島地方） 暴風、波浪 平成 26 年台風第 8号 

2014.7.9 沖縄県（沖縄本島地方） 大雨 平成 26 年台風第 8号 

2014.8.9 三重県 大雨 平成 26 年台風第 11 号 

2014.9.11 北海道（石狩、空知、胆振） 大雨 大気の状態が非常に不安定 

2015.9.10 茨城県、栃木県 大雨 平成 27 年 9月関東・東北豪雨 

2015.9.11 宮城県 大雨 平成 27 年 9月関東・東北豪雨 

2016.10.3 沖縄県（沖縄本島地方） 
暴風、波浪、

大雨、高潮 
平成 28 年台風第 18 号 

2017.7.5 島根県、福岡県、大分県 大雨 平成 29 年 7月九州北部豪雨 

2018.7.6 
京都府、兵庫県、鳥取県、岡山県、広島

県、福岡県、佐賀県、長崎県 
大雨 平成 30 年 7月豪雨 

2018.7.7 岐阜県 大雨 平成 30 年 7月豪雨 

2018.7.8 愛媛県、高知県 大雨 平成 30 年 7月豪雨 

 

                              
4 気象庁ホームページの情報をもとに当社作成 
5 気象庁ホームページの情報をもとに当社作成 

県名 地点数 

広島県 23 

岡山県 19 

兵庫県 12 

主な県別内訳（最大 48 時間降水量） 



損保ジャパン日本興亜 RM レポート ｜ Issue 174 ｜ 2018 年 7 月 12 日 

Copyright © 2018 Sompo Risk Management & Health Care Inc. All rights reserved. ｜ 4 

1.2.2. バックウォーター現象による堤防決壊 

倉敷市真備町での小田川の 2 か所の堤防決壊

は、高梁川との合流地点の少し上流側で発生した

ものである。 

支流の小田川より本流の高梁川の方が川幅が

広く流量が多いことに対し、合流地点より下流側

では川幅が狭く屈曲した流れのため水の流れが

阻害されており、このため小田川の流れが押し戻

されるバックウォーター現象が発生し、支流の水

位が上昇し堤防を決壊させた。 

                        写真 1 岡山県倉敷市 西日本豪雨6 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

図 3 倉敷市（平成 29 年作成）洪水・土砂災害ハザードマップ（真備・船穂地区）（  は堤防決壊地点）7 

 

今回のような、バックウォーターによる本流と支流が合流する箇所の支流側上流での決壊は、洪水の

典型的な発生事例と言える。 

なお、今回の降水量は、7月 5日から 6日までの 2日間が最も多く、高梁川流域の高梁で 262.5ｍｍ、小田

川流域の矢掛で 217.0ｍｍであり、倉敷市の洪水・土砂ハザードマップ作成に当たっての浸水想定の降雨確

率である 100 年から 150 年に 1回程度の降雨に匹敵している。 

                              
6 朝日新聞社提供 
7 倉敷市（平成 29 年作成）洪水・土砂災害ハザードマップ（真備・船穂地区）に当社にて一部加筆 
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1.2.3. 真砂土と土砂災害 

今回の土砂災害の被害が大きかった理由として、西日本の地質が関係している。 

例えば、土砂災害が顕著だった広島県では、多く分布する花崗岩類は、長い間風雨に晒されると風化して

「真砂土」（まさど）と呼ばれる砂のような土に変化し、水を含むと非常にもろくて崩れやすい性質になる。

したがって、山地や丘陵などが真砂土に覆われていると、集中豪雨により土石流や急傾斜地の崩壊が発生し

やすくなる。 

なお、図 4 に示した箇所は、2014 年 8 月および 2018 年（今回）の集中豪雨で大きな被害が発生した主な

地域である。 

2014 年 8 月は広島市中心部から北方面、2018 年は東から南東方面で大きな土砂災害が発生した。 

 

図 4 広島市周辺の地質図8 

     

 

                              
8 産業技術総合研究所地質調査総合センターの地質図に当社にて一部加筆

https://www.gsj.jp/researches/geodb/index.html(アクセス日 2018 年 7 月 11 日) 

可部東（2014）八木（2014） 

緑井（2014） 

坂町（2018）

熊野町（2018） 

安芸区（2018）
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また、広島県は、急傾斜地崩壊危険箇所および土石流危険渓流がいずれも都道府県別でトップとなってお

り、全国の中でも土砂災害の可能性が高い地域といえる。（図 5）（図 6） 

  

図 5 急傾斜地崩壊危険箇所数 TOP59              図 6 土石流危険渓流 TOP510 

 
表 4 平成 30 年 7月豪雨での土砂災害状況（7月 10 日 13:00 現在）11 

土石流          地すべり         崖くずれ 

県名 地点数  県名 地点数 県名 地点数 

広島県 48 徳島県 4 高知県 36

愛媛県 12 長野県 3 兵庫県 35

京都府 8 長崎県 2 愛媛県 35

全国計 101  全国計 15 全国計 308

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              
9 国土交通省中国地方整備局太田川河川事務所「土砂災害のおそれがある場所は？」

http://www.cgr.mlit.go.jp/ootagawa/sand/west/page3/index01.htmlhttp://www.cgr.mlit.go.jp/ootagawa/sand/west

/page3/index01.html(アクセス日 2018 年 7 月 11 日) 
10 国土交通省中国地方整備局太田川河川事務所「土砂災害のおそれがある場所は？」

http://www.cgr.mlit.go.jp/ootagawa/sand/west/page3/index01.html(アクセス日 2018 年 7 月 11 日) 
11 国土交通省「平成 30 年台風 7号及び前線等による被害状況について（第 15 報）より当社作成 

http://www.cgr.mlit.go.jp/ootagawa/sand/west/page3/index01.htmlhttp://www.cgr.mlit.go.jp/ootagawa/sand/west/page3/index01.html
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2. 浸水被害に伴う二次災害 

今回の「平成 30 年 7 月豪雨」の特徴的な被害の一つとして、金属リサイクル工場の浸水被害に伴い、二次

災害として爆発火災が発生していることが挙げられる。この爆発火災において、周辺の民家など 4 棟に延焼

したほか、爆風で民家などの窓ガラスが割れる被害が発生している。窓ガラスが大破した店舗は同工場から

約 630m 程度離れており、大規模な爆発であったことが伺える。 

本工場は、アルミスクラップなどを原料として、溶解炉により製鉄用のアルミ脱酸剤を製造している。ま

た、工場のすぐ東側に高梁川が流れ、また西側に新本川が流れており、２つの河川の間に工場を構える形と

なっている。 

報道によると、「豪雨による避難勧告を受け、6日夕方から稼働中だった溶解炉 1基から溶湯の抜き取り作

業を行っていたが、作業中に河川の氾濫による浸水が始まったため、作業を中断し緊急避難、その後の午後

11 時 35 分頃に爆発が発生した」とされている12。 

この爆発火災の原因は今後の調査を待つことになるが、複数の報道によると、溶解炉内の高温のアルミの

溶湯と浸水による大量の水が接触することにより水蒸気爆発が発生した可能性が高いとされている。 

今回の爆発火災は、浸水被害に伴う二次災害として珍しい事故であるが、2017 年 8 月 31 日にアメリカ・

テキサス州の化学工場において、ハリケーンによる洪水被害に伴う停電により、貯蔵中の有機過酸化物の爆

発火災が発生している。有機過酸化物は消防法危険物第 5 類（自己反応性物質）に該当し、分解温度以上で

爆発火災リスクが潜在していることから、常時適正温度に冷却する必要がある。洪水被害による停電で緊急

時用の非常電源を使用して冷却を続けたが、同電源が故障して冷却を続けることができなくなり、爆発火災

が発生している。 

今回のように、業種によっては浸水被害に伴う二次災害のおそれがあるため、このような観点で再点検し、

必要に応じて対策の検討が求められる。 

 

写真 2 爆発して骨組みがむき出しになった工場／西日本豪雨13 

                              
12 日刊産業新聞2018年 7月 9日,http://www.japanmetal.com/news-h2018070982418.html(アクセス日2018年 7月 11日) 
13 朝日新聞社提供 
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3. 今後の備え（企業の防災対策のポイント） 

今回の災害は、顕著な被害が発生したのは 7 月 5 日～7 日であったが、梅雨前線が日本付近に停滞し始め

た 6月 28 日から、前兆が始まっている。 

6 月 28 日の段階で、今回のような大規模な災害になると想像することは難しかったと言えるが、気象庁で

は 7 月 5 日の記者会見で「記録的な大雨になるおそれがある」と厳重な警戒を呼び掛けており、この報道を

正しく受け止め、避難、防災措置などの事前対応を取ることで、被害を縮小できた可能性がある。 

台風や前線豪雨などによる水災は、地震と異なり、あらかじめ予兆現象のある災害と言える。 

台風は、多くの場合、発生してから日本に接近するまで数日間の時間があるし、前線豪雨でも、現在の気

象観測技術では 3日以上前から予報が発表されるケースが多い。 

このため、ポンプなどの準備、適所への配置や、工場等での操業の調整、当日の出勤体制の変更など、様々

な対策を取ることが可能である。 

このような対応を適切に実施するための前提として、企業では以下の取組みが重要となる。 

3.1. 気象情報や災害報道などの情報収集 

特にこれからの台風シーズンにおいては、気象庁の HP を毎日チェックすることを推奨したい。気象庁では、

台風が発生すると、台風情報を発表し、適宜更新する。台風の規模、進路予報、風速、降水量の予報を知る

ことができ、事前対応を可能にしている。 

また、現在は、気象庁やニュース報道以外の、気象観測・配信を行う企業も多くあり、一定の費用がかか

る場合も多いものの、こういったサービスを導入することにより企業所在地のピンポイントでの積乱雲の発

生、集中豪雨の危険などを事前察知できることもある。 

3.2. 防災計画や事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）の策定 

災害が予知できたとしても、迫りくる危険に対しどのような行動を取るのか、誰が決裁し指示するのかを、

直前に検討できるほど悠長な時間があるわけではない。平時のうちに検討できることはあらかじめ検討し、

物品購入などの準備できることはしておく必要がある。また、様々な対応について、訓練しておくことも重

要である。 

日本には、1年あたり 10 回程度台風が接近する。地域により差はあるものの、水災は夏から秋にかけて発

生しているケースが多い。次の台風の接近前に、この 2つの取組みを心掛けていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

今回の災害では、水に浸かった車両が多く発生したが、国土交通省では、外観上問題がなさそうな状

態でも、感電や、電気系統のショート等による車両火災が発生する恐れがあるため、以下の注意喚起を

行っているので、こちらも参考にされたい。 

1.自分でエンジンをかけない。 

2.使用したい場合には、お買い求めの販売店もしくは、最寄りの整備工場にご相談ください。特に、

ハイブリッド車（HV）や電気自動車（EV）は、高電圧のバッテリーを搭載していますので、むや

みに触らないでください。 

3.なお、使用するまでの間、発火するおそれがありますので、バッテリーのマイナス側のターミナル

を外してください。 
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